
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 累計

実績 31 人 48 人 36 人 25 人 140 人

（参考）
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 1,305 人 1,274 人 1,261 人 1,242 人

第５期
（参考）

令和２年度
令和３年度 令和４年度 令和５年度

見込 7,133 人 7,320 人 7,525 人 7,736 人
実績 7,135 人 6,482 人 7,411 人 7,109 人
見込 48 人 78 人 79 人 80 人
実績 89 人 120 人 123 人 146人
見込 432 人 323 人 332 人 342 人
実績 357 人 332 人 448 人 463人
見込 1,661 人 1,526 人 1,543 人 1,560 人
実績 1,494 人 1,432 人 1,489 人 1,537人
見込 2,976 人 2,755 人 2,791 人 2,827 人
実績 2,865 人 3,096 人 3,636 人 3,800人
見込 5,687 人 5,708 人 5,794 人 5,881 人
実績 6,334 人 6,872 人 9,394 人 11,488人
見込 1,504 人 510 人 577 人 653 人
実績 389 人 358 人 441 人 476人
見込 1,473 人 1,454 人 1,595 人 1,750 人
実績 919 人 901 人 1,011 人 1,271人
見込 3,183 人 3,201 人 3,490 人 3,805 人
実績 2,975 人 3,411 人 3,911 人 4,549 人
見込 178 人 51 人 61 人 73 人
実績 15 人 11 人 8 人 7 人
見込 35 人 35 人 35 人 35 人
実績 11 人 7 人 9 人 7 人
見込 617 人 788 人 905 人 1,022 人
実績 645 人 734 人 759 人 924人
見込 1,324 人 1,296 人 1,291 人 1,285 人
実績 1,305 人 1,274 人 1,261 人 1,239 人

第６期

【目標設定の考え方等】

就労移行支援

就労定着支援

自立生活援助

２．令和５年度末の施設入所者数 　1,285人

・令和元年度末の施設入所者1,306人の1.6％（21人）を削減

○活動指標等の一覧（単位：月あたり利用人数）

生活介護

短期入所

自立訓練
(機能訓練)

施設入所支援

就労継続支援
(A型)

共同生活援助
(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ)

就労継続支援
(B型)

地域定着支援

地域移行支援

主
な
活
動
指
標

（
内
容

）

自立訓練
(生活訓練)

　第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画の進捗状況

基本指針
の目標

施設入所者の地域生活への移行

計
画

（
Ｐ

）
→
実
施

（
Ｄ

）

目
標
値

１．令和５年度までの地域移行者数　102人

【目標設定の考え方等】

・令和元年度末の施設入所者1,306人の6％（＝79人）

・第５期計画の未達成者数23人

資料３－３
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①障がいのある方の地域生活を支える重要
なサービスであるグループホームについて
は、サービス利用者数が増加していることか
ら、サービス提供基盤の整備は一定進んで
きていると考えますが、今後、施設に入所す
る方のさらなる地域移行を進めていくにあた
り、重度障がい等の多様なニーズへ対応で
きる受け皿として、グループホーム等障がい
福祉サービス等の提供体制整備が重要であ
ると考えています。

②地域移行が一定進んでいること等により
施設入所者数は減少しております。

　施設入所者が退所後の地域生活をイメー
ジできるように支援する地域生活移行促進
事業を令和４年度に開始しており、今後も引
き続き、入所施設に対して同事業の周知を
図るなど、地域移行の促進に努めます。
　また、地域移行支援については、様々な課
題から利用しづらい制度となっているため、
制度改善について、引き続き国へ働きかけ
ていきます。
　さらに、障がいのある方が、地域で安心し
て生活し続けるためには「地域で暮らすため
の受け皿づくり」も重要であり、入所施設の
実態や入所者のニーズの把握をはじめ、地
域へ移行するために必要となるグループ
ホーム等の住まいの確保や、日中活動の
場、居宅介護等のサービス提供基盤を引き
続き整備するとともに、関係機関が連携して
支援を行うことができるよう支援ネットワーク
の構築に努めます。

評価（Ｃ） 今後の取組（Ａ）

令和
５年度
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(参考)
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 324.3 － － -

令和３年度 令和４年度 令和５年６月末

実績 1,759 人 1,690 人 1,485人

(参考)
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 67.8 - - -

(参考)
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 82.9 - - -

(参考)
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 89.6 - - -

(参考)
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度 累計

実績 13 人 11 人 13 人 　　　　７人 31人

目
標
値

・国の基本指針どおり316日以上と設定

２．令和５年６月末の精神病床１年以上の長期入院患者数　1,680人

【目標設定の考え方等】

・令和元年６月末の長期入院患者1,773人の5.24％を削減

３－１．令和５年度末の入院後３か月時点で退院する人の割合　69％以上

【目標設定の考え方等】

基本指針
の目標

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

１．令和５年度末の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数　316日
以上

【目標設定の考え方等】

計
画

（
Ｐ

）
→
実
施

（
Ｄ

）

・国の基本指針どおり69％以上と設定

３－２．令和５年度末の入院後６か月時点で退院する人の割合　86％以上

【目標設定の考え方等】

・国の基本指針どおり86％以上と設定

・大阪市独自の目標として、地域移行支援による地域移行者を合計60人とする。

３－３．令和５年度末の入院後１年時点で退院する人の割合　92％以上

【目標設定の考え方等】

・国の基本指針どおり92％以上と設定

４．地域移行支援による地域移行者数　60人

【目標設定の考え方等】
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第５期
（参考）

令和２年度
令和３年度 令和４年度 令和５年度

見込 48 人 78 人 79 人 80 人
実績 89 人 120 人 123 人 146人
見込 432 人 323 人 332 人 342 人
実績 357 人 332 人 448 人 463人
見込 1,661 人 1,526 人 1,543 人 1,560 人
実績 1,494 人 1,432 人 1,489 人 1,537人
見込 2,976 人 2,755 人 2,791 人 2,827 人
実績 2,865 人 3,096 人 3,636 人 3,800人
見込 5,687 人 5,708 人 5,794 人 5,881 人
実績 6,334 人 6,872 人 9,394 人 11,488人
見込 1,504 人 510 人 577 人 653 人
実績 389 人 358 人 441 人 476人
見込 1,473 人 1,454 人 1,595 人 1,750 人
実績 919 人 901 人 1,011 人 1,271人
見込 3,183 人 3,201 人 3,490 人 3,805 人
実績 2,975 人 3,411 人 3,911 人 4,549 人
見込 178 人 51 人 61 人 73 人
実績 15 人 11 人 8 人 7 人
見込 35 人 35 人 35 人 35 人
実績 11 人 7 人 9 人 7 人
見込 617 人 788 人 905 人 1,022 人
実績 645 人 734 人 759 人 924人

令和
５年度

地域定着支援

就労定着支援

自立生活援助

短期入所

共同生活援助
(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ)

地域移行支援

就労継続支援
(B型)

第６期

計
画

（
Ｐ

）
→
実
施

（
Ｄ

）

主
な
活
動
指
標

（
内
容

）

○活動指標等の一覧（単位：月あたり利用人数）

自立訓練
(機能訓練)
自立訓練
(生活訓練)

就労移行支援

就労継続支援
(A型)

今後の取組（Ａ）

・令和６年度からの第７期障がい福祉計画において
も、引き続き病院職員への啓発を推進するとともに、
福祉局保護課や大阪府生活基盤推進課との連携を
より一層強化し、共同で精神科病院との連絡会議を
開催する等の取り組みを通して、地域移行支援およ
び地域生活移行推進事業の新規利用増加を目指し
ます。

・精神病床から退院後１年以内の地域における平均
生活日数、入院後３か月/６か月/１年時点で退院する
人の割合；各指標の実績が掲載される精神保健福祉
資料が国から示されていないため、評価に至っており
ません（令和６年８月９日現在）。
・精神病床１年以上の長期入院患者数；令和元年６月
末の1,773人に比し、令和５年６月末で1,485人と288人
減となっており、目標値1,680人を達成した。減少はし
たものの、長期入院者の中でも病状安定者が一定割
合あることから、地域移行の取り組みを引き続き行う
必要がある。
・地域移行支援による地域移行者数；31人と目標値60
人を下回った。新型コロナウイルス感染症による医療
機関での面会・外出制限等の状況が続き、ケース相
談数が減少傾向にあったことも影響したと評価する。

評価（Ｃ）
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（参考）
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 780 人 912 人 1,103 人 1,473人

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 547 人 558 人 604人

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 162 人 264 人 284人

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 92 人 144 人 235人

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 46 ％ 49 ％ 32.0%

令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績 84 ％ 68 ％ 68%

・国の基本指針のとおり

計
画

（
Ｐ

）
→
実
施

（
Ｄ

）

目
標
値
　
実
績
値

１．令和５年度の福祉施設からの一般就労移行者数 　1,168人

【目標設定の考え方等】

・令和元年度一般就労移行実績826人の1.27倍（＝1,050人）

３．令和５年度の就労継続支援A型事業所からの一般就労移行者数　201人

【目標設定の考え方等】

・就業・生活支援センター及び職業能力開発訓練施設から一般就労者数の118人

２．令和５年度の就労移行支援事業からの一般就労移行者数　663人

【目標設定の考え方等】

・令和元年度移行実績の1.3倍（＝663人）

４．令和５年度の就労継続支援B型事業所からの一般就労移行者数　83人

【目標設定の考え方等】

・令和元年度移行実績の1.23倍（＝83人）

５．令和５年度の就労移行支援事業を通じた一般就労移行者の就労定着支援利用率
70％

【目標設定の考え方等】

福祉施設から一般就労
基本指針
の目標

・令和元年度移行実績の1.26倍（＝201人）

６．就労定着支援事業所の就労定着率８0％以上の事業所割合　７0％以上

【目標設定の考え方等】

・国の基本指針のとおり
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第５期
（参考）

令和２年度
令和３年度 令和４年度 令和５年度

見込 1,661 人 1,526 人 1,543 人 1,560 人
実績 1,494 人 1,432 人 1,489 人 1,537人
見込 2,976 人 2,755 人 2,791 人 2,827 人
実績 2,865 人 3,096 人 3,636 人 3,800人
見込 5,687 人 5,708 人 5,794 人 5,881 人
実績 6,334 人 6,872 人 9,394 人 11,488人
見込 1,504 人 510 人 577 人 653 人
実績 389 人 358 人 441 人 476人

・福祉施設から一般就労への移行について
は、就労移行支援事業所における移行率の
実績が重要です。
・そのため、引き続き障がい者就業・生活支
援センターが中心となり、就労移行支援事
業所と関係機関の更なる連携強化を図り、
一般就労への移行を進めていきます。
・また、就労移行支援事業所の支援力の向
上を図るため、大阪府が開催する事業所向
けの研修について、事業所へ周知していき
ます。

今後の取組（Ａ）

第６期

評価（Ｃ）

就労定着支援

計
画

（
Ｐ

）
→
実
施

（
Ｄ

）

① 就労移行支援等を通じた一般就労への
移行者数

令和５年度の実績は1,473人となっており、目
標値（1,168人）を上回り、目標を達成しまし
た。

② 就労定着支援の利用者数

令和５年度の実績は3.2割となっており、目標
値（7割）を大幅に下回ることとなりましたが、
就労定着支援を利用していない就労定着者
数自体は増加しており、就労移行支援等を
通じた訓練等の効果によるものと考えられま
す。

※就労定着支援を利用していない就労定着
者数（就労人数調査）
　R4 226人　→　R5　385人

主
な
活
動
指
標

（
内
容

）

令和
５年度

○活動指標等の一覧（単位：月当たり利用人数）

就労移行支援

就労継続支援
(A型)
就労継続支援
(B型)
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基本指針
の目標

地域生活支援拠点等が有する機能の充実

目標

　「体験の機会・場」の機能について、親元からの自立等にあたり一人暮らしの体験の
機会・場を提供する方法を検討するとともに、すでに整備した各機能についても、障が
いのある人が地域で安心して生活できるものとなるよう、市地域自立支援協議会等に
おいて、年1回以上の運用状況の検証を行い、地域生活支援拠点等の機能の充実を
進めます。

取組内容

　地域生活支援拠点等の整備にあたっては、社会資源の整備状況等を考慮し、事業
者同士が連携して地域生活を支える面的な体制の整備・充実を進めている。
　国が示す５つの機能のうち、「相談」、「専門的人材の確保・養成」、「地域の体制づく
り」については、平成30年度から各区に障がい者基幹相談支援センターを設置すると
ともに、障がい者相談支援調整事業を実施することにより整備を図っている。また、「緊
急時の受入れ・対応」については、令和元年度から「障がい者夜間・休日等緊急時支
援事業」を、令和２年度から「障がい者緊急一時保護事業」を実施することにより整備
を図っている。
　「体験の機会・場」の機能の整備について、親元からの自立に向けた一人暮らし体験
を支援する「一人暮らし体験支援事業」及び、地域生活への移行の検討を希望する施
設入所者の外出を支援する「施設入所者地域生活移行促進事業」を、令和４年度から
実施した。
　これらに併せ、令和４年度から、指定障がい福祉サービス等事業者が地域生活支援
拠点等の一部の機能を担う仕組みを構築し、事業所の登録を進めることで、各区にお
ける地域生活支援拠点等の充実を図っている。
　今後も、地域生活支援拠点等の各機能が、障がいのある人が地域で安心して生活
できるものとなるよう、引き続き、市地域自立支援協議会等において運用状況の検証
を行う。
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（参考）
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

11 か所 11 か所 11 か所 11か所

（参考）
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

67 か所 86 か所 102 か所 126 か所

（参考）
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

28 か所 33 か所 40 か所 42 か所

（参考）
令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

30 か所 36 か所 45 か所 47 か所

実績

・児童発達支援センターの機能提供体制の確保

１－２．保育所等訪問支援の充実　71か所

実績

・適切な支援体制の確保

３－１．医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

引き続き、課題の共有等、連携を図るための協議を行う。

実績

２－２．令和５年度末の主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所
の確保　31か所

医療的ケア児支援に関わる行政機関や事業所等の担当者が一堂に会し、
地域の課題や対応策について継続的に意見交換や情報共有を図る大阪
市医療的ケア児の支援に関する検討会議を平成30年度に設置。
※年間２回程度実施

医療的ケア児とその家族を地域で支えるために、大阪市における医療的
ケア児の支援に関わる保健、医療、福祉、教育等の関係機関と地域の課
題や対応策について意見交換や情報共有を図っている。
【開催実績】令和３年度　令和４年２月14日　第３回会議開催
                令和４年度　令和５年２月10日　第４回会議開催
                令和５年度　令和５年７月７日　 第５回会議開催
                令和５年度　令和６年２月２日　 第６回会議開催

基本指針
の目標

計
画

（
Ｐ

）
→
実
施

（
Ｄ

）

目
標
値
　
実
績
値

実績

【目標設定の考え方等】

・保育所等訪問支援の支援提供体制の確保

障がい児支援の提供体制の整備等

１－１．児童発達支援センターの設置　11か所

【目標設定の考え方等】

２－１．主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保　28か所

【目標設定の考え方等】

【目標設定の考え方等】

・適切な支援体制の確保

実績

【目標】
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令和３年度 令和４年度 令和５年度

32 人 63 人 109 人

第５期
（参考）

令和２年度
令和３年度 令和４年度 令和５年度

見込 3,689 人 4,203 人 4,767 人 5,391 人
実績 3,294 人 3,973 人 4,666 人 5,353 人
見込 34 人 34 人 34 人 34 人
実績 49 人 34 人 27 人 28 人
見込 6,542 人 8,436 人 9,572 人 10,528 人
実績 6,413 人 7,723 人 8,945 人 10,305 人
見込 594 人 836 人 1,175 人
実績 509 人 745 人 1,042 人
見込 22 人 22 人 22 人
実績 6 人 5 人 5 人
見込 1,537 人 2,417 人 3,006 人 3,740 人
実績 1,863 人 2,329 人 2,736 人 3,192 人

児童発達支援

３－２．令和５年度末における医療的ケアの必要なこども等に関するコーディネーター配
置　139名

【目標設定の考え方等】

・市内障がい福祉サービス事業所に従事する職員を対象に実施するコーディネーター養成
研修修了者を配置。

○活動指標等の一覧（単位：月当たり利用人数）

計
画

（
Ｐ

）
→
実
施

（
Ｄ

）

目
標
値
　
実
績
値

令和
５年度

今後の取組（Ａ）

・引き続き、適正な支援の提供と利用促進に
向けた取組を図っていきます。

・引き続き、医療的ケア児支援のための取り
組みを進めていきます。

主
な
活
動
指
標

（
内
容

）

第６期

医療型児童発
達支援

・児童発達支援センターを各市町村に少なく
とも１か所以上設置することが目標となって
いますが、大阪市では既に11か所が設置さ
れております。また、保育所等訪問支援事業
所についても126事業所が設置されており、
必要な支援が提供できる体制を確保してい
ます。
・重症心身障がい児を対象とする児童発達
支援事業所は、目標を定員40人分としてい
ますが、既に240人分の定員数が確保されて
います。また、放課後等デイサービスにおい
ても、令和５年度までに利用定員145人分の
提供体制の確保を目標としていますが、令和
５年度で定員268人分を確保しており、目標
値を達成しています。

・医療的ケア児支援のための関係機関の協
議の場については、平成30年度に検討会議
を設置し、令和５年度には２回開催しました。
・医療的ケア児等コーディネーターの配置に
ついては、市内の指定障がい福祉サービス
事業に従事する職員をコーディネーターとし
て養成した場合に配置したものと考えていま
す。令和３～４年度においては、新型コロナ
ウイルスの影響により研修の受講者数が目
標値を下回りましたが、令和５年度において
は前年度を上回る46名が受講し、新たにコー
ディネーターとして配置されています。

実績

放課後等デイ
サービス
保育所等訪問
支援
居宅訪問型児
童発達支援
障がい児相談
支援

評価（Ｃ）
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基本指針
の目標

相談支援体制の充実・強化等

目標

各区において、障がいの種別や各種のニーズに対応できる相談支援の実施、
人材育成による相談支援の質の向上、及び包括的な相談支援の実施に向け
た連携強化の取組を行うために、その担い手である各区の基幹相談支援セン
ターの体制強化を進めます。

取組内容

①令和３年度から、支給決定者数の増加に対応するため、各区の状況に応じ
て、各区障がい者基幹相談支援センターに、個別の相談支援に対応する職員
を追加配置することにより相談支援体制を強化し、前年度を大きく上回る相談
支援を実施した。

②また、主として地域づくり・人材育成を担う職員として、主任相談支援専門員
（それに相当する実務経験者を含む。）を各区障がい者基幹相談支援セン
ターに配置し、次の取り組みを実施することにより地域における相談支援体制
の充実を図った。
・地域の指定相談支援事業所に対する後方支援として、支援の要請に応じて
積極的に指導・助言を実施
・人材の育成として、地域で活動する相談支援専門員の支援力強化を図るた
め、相談支援事業所が開催するケース検討会議等に参加、相談支援従事者
研修の課題実習の受け入れ
・地域における各種支援機関・関係機関の連携が促進されるよう、様々な連携
のための会議等に参画
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基本指針
の目標

障がい福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制構築

目標

令和５年度末までにサービスの質の向上を図るための取組に係る体制を構築
する。
①集団指導の場で報酬請求にかかるエラーの多い項目等について注意喚起
を行う。
②大阪府が行う不正請求等の未然防止や発見のための市町村との連携する
場への参加を行う。
③指定障がい福祉サービス事業者及び指定障がい児通所支援事業者等に
対する指導についての課題や対応策を協議する場へ参画する。

取組内容

①集団指導の場で報酬の算定に関する事項を伝え、報酬請求にかかるエ
ラーの多い項目等については、各障がい者（児）福祉サービス事業所者宛、文
書にて注意喚起を行っている。

②③大阪府が主催する障がい福祉サービス事業者・障がい児支援事業者指
定・指導に関する調整会議へ参加し、他市町村の担当者と「大阪府が行う不
正請求等の未然防止や発見のための連携」及び「障がい者（児）福祉サービ
ス事業者等に対する指導についての課題や対応策について意見交換・情報
交換」を行っている。
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